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＜２０１６年３月期 決算のポイント＞ 
 
営業利益は７５４億円となり、中期経営計画最終年度の利益目標 
７５０億円を初年度で達成した。 
 
（対前年） 
【営業利益】は二子玉川ライズ２期開業に伴う開業負担があったものの、 
当社鉄軌道業での増収および費用の減少による増益に加え、 
生活サービス事業、ホテル・リゾート事業の好調などにより、 
＋３９億円増益となった。 
 
【当期純利益】は固定資産解体費の計上があったものの、横浜駅西口駅前 
土地の売却益の計上があったことなどにより、＋１４１億円増益となった。 
 
（対１１月予想） 
【営業利益】は当社鉄軌道業での好天による増収や費用の減少により、 
交通事業が大きく増益したことに加え、各セグメントで堅調に推移し、 
＋６４億円増益となった。 
 
【当期純利益】は営業増益に加え、持分法投資利益の増加、金利低下に 
よる支払利息の減少などにより、＋８２億円増益となった。 
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＜２０１７年３月期 業績予想のポイント＞ 
 
震災や円高等、外部環境は決して楽観できるものではないが、３か年の 
計画を着実に推進していく。 
  
（対前年） 
【営業収益】は東急レクリエーションの新規連結や東急パワーサプライの 
一般家庭向け営業開始などにより、＋４７７億円の増収を見込む。 
 
【営業利益】は当社鉄軌道業における前年度からの費用の繰り越しや 
設備投資の進捗による費用の増加に加え、当社不動産販売業における 
不動産販売の減少などがあるものの、前年に開業した二子玉川ライズ 
２期が通年で寄与することや生活サービス事業、ホテル・リゾート事業 
でも収益拡大を見込み、＋１５億円の増益を見込む。 
 
【当期純利益】は税引前当期純利益は増益となるものの、当社で前期に 
繰越欠損金が解消し、今期は法人税等が増加することなどにより、 
５４０億円となる。 
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＜鉄軌道事業の状況＞ 
 
鉄道の輸送人員は消費税増税に伴う先買いの反動減があった 
２０１５年３月を除けば、着実に増加しており、２０１６年度は 
対前年比較で＋０．９％の増加を見込む。 
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＜輸送人員の推移＞ 
 
２０１６年度も前期に続き、過去最高の輸送人員数を見込む。 
２０００年以降、２０%以上増加しており、他社と比べても高い水準と 
なっている。 
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＜不動産事業の構造転換＞ 
 
不動産事業の構造転換は着実に進捗している。 
２０１６年度は大型物件の竣工はないが、今後も賃貸面積の増加に伴い、 
不動産賃貸業が成長していく見込み。 

7 



＜二子玉川再開発＞ 
 
二子玉川再開発では「交通」「不動産」「生活サービス」の相乗効果が 
計画通りにあらわれている。 
グループ会社が２０社以上参加するプロジェクトとなっている。 
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＜二子玉川再開発＞ 
  
二子玉川ライズは昨年４月の２期オープン以来、非常に好調に 
推移していることが各データから分かる。 
オフィス面積は約８万㎡増加、テナント売上高は３８５億円を超え、 
１日平均乗降人員は約５万人増加している。 
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＜小売事業の状況＞ 
  
東急百貨店は旗艦店の東横店一部閉館に伴い収益は厳しい状況にあるが、 
業界平均と概ね同程度の推移となっている。 
東急ストアは構造改革の成果がしっかりとあらわれており、業界平均 
よりも高い伸びを示している。 
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＜リテール事業の取り組み＞ 
 
中期経営計画で目標経営指標としてお示ししているリテール事業の 
売上高営業利益率は、グラフの通り着実に改善しており、今後も 
改善させていく。 
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＜ホテル事業の状況＞ 
  
ホテル事業は業界全体が伸びていると認識している。 
東急ホテルズにおいては高稼働を維持しつつ、一室単価が上昇しており、 
この傾向は今後も続くと見ている。 
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＜インバウンドの集客状況＞ 
  
ホテルなどでインバウンド需要を確実に捉えるべく施策を実施しており、 
着実に集客状況が伸びている。 
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＜東急ホテルズ 新規出店＞ 
  
訪日外国人増加に伴い、ホテル事業は非常に好調に推移している。 
 
ホテル不足の状況を踏まえ、新規出店を予定しており、具体的には、 
 ２０１６年１１月に「長野東急ＲＥＩホテル」（１４３室）、 
 ２０１８年春に「（仮称）東京ベイ東急ホテル」（６４０室） 
である。 
 
いずれも運営受託での出店となる。 
様々な企業と組み、ホテル事業の強みを発揮していく。 
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＜長期ビジョン実現に向けた２０１５年度の主な取り組み事項＞ 
  
当社創立１００周年である２０２２年度の目標として、 
東急ＥＢＩＴＤＡ２０００億円、営業利益１０００億円を掲げている。 
 
現在の中期経営計画期間を「STEP TO THE NEXT STAGE」と名づけ、 
次なる飛躍へのステップとして、沿線を深耕するとともに、新たな成長に
チャレンジする方針を設けている。 
 
計画は着実に進んでおり、２０１５年度はスライド記載の取り組みを実施し
ている。 
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＜安全性・利便性の向上＞ 
  
中期経営計画の重点施策として「安心感と満足感のより一層の充実」を 
掲げている。 
 
当社は安全であることが何よりも大切であると認識しており、 
そのための施策として、２０２０年までにホームドアを 
東横線・田園都市線・大井町線の全駅に設置する予定であり、 
また、車内防犯カメラも順次導入している。 
 
さらに快適で便利な駅空間づくりのために「いい街 いい電車 
プロジェクト」を進めているうえ、お客様への迅速な情報提供を 
目的とした「お知らせモニター」の設置拡大などに取り組んでいる。 

17 



＜サスティナブルな街づくり＞ 
 
中期経営計画重点施策として「沿線開発と不動産事業の更なる推進」が 
ある。 
 
たまプラーザ、南町田、鷺沼などの沿線の拠点で行政（横浜市、町田市、 
川崎市）や地域のステークホルダーと連携した街づくりを推進している。 
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＜仙台空港＞ 
  
中期経営計画重点施策として「グループ経営資源を活かした新たな取り組
み」がある。 
 
新たな取り組みの事例として、空港運営事業への参入がある。 
 
当社が代表企業となる仙台国際空港株式会社を設立し、新会社と国との 
間で実施契約を締結し、運営権が設定された。 
２０１６年７月より滑走路等の維持管理、着陸料の収受等を開始する 
予定であり、一体運営が始まる。 

19 



＜電力小売事業＞ 
  
新たな取り組みのさらなる事例として、電力小売事業がある。 
 
４月からの国内電力小売事業の全面自由化に合わせて、既に一般家庭に 
向けた電力サービスの提供を開始している。直近の申込数は 
約４００００件となっており、計画通り進捗している。 
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＜東急レクリエーションとの資本業務提携の概要＞ 
  
本年２月に東急レクリエーションと資本業務提携契約を締結し、連結子会社化 
している。 
 
当社のハード、東急レクリレーションのソフトに関するノウハウを合わせる 
ことでより強固な体制となり、より一層魅力的なまちづくりが推進できる。 
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＜キャッシュ・フローと投資計画の進捗＞ 
  
現中期経営計画では、３か年でキャッシュイン４９００億円を活用して 
成長投資を含めた投資を進めていく予定である。 
 
成長投資の内訳は、戦略案件７００億円、渋谷再開発７７０億円、 
沿線開発５３０億円としている。２０１５年度は順調に進捗しており、 
効果的に投資が出来ていると考えている。 
 
キャッシュインには有利子負債の増加も含まれている。 
低金利とはいえ、財務健全性も意識しながら、調達を行っている。 
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＜連結経営の考え方＞ 
  
長期ビジョンで「３つの日本一」「ひとつの東急」を掲げており、 
ここでは「ひとつの東急」の考え方を説明したい。 
 
これまでの東急グループのネットワークは、当社を起点にした短冊型と 
なっていた。 
 
より進化させた形態が「ひとつの東急」で、当社が中核となるものの、 
その周りにある当社グループ各社が当社を経由せずに連携を取り、 
各社の得意分野を組み合わせ付加価値を増大させる仕組みである。 
連携のスピードが増し、時代に合わせて得意分野が最大化することで、 
グループ全体としての規模も広がる。 
 
具体例が二子玉川再開発であり、グループ会社が20社以上が参加する 
プロジェクトとなっている。 
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＜配当について＞ 
  
配当はＤＯＥ２％を目処として、安定かつ継続的な配当をしながら、 
増配を目指す方針としている。 
 
前期は、期初において、年間配当を１株当たり８円から８．５円に 
増配予定である旨、公表しているが、予定通りこれを実行する。 
 
今期は、事業環境の不透明感がある中でも、業績の安定性が 
増していることを考慮し、５年連続で０．５円増配し、 
１株当たり９円とする予定である。 
 
今後も安定的に業績を積み上げることで純資産を増加させ、増配を 
果たしていく。 
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